


核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書

補正前後比較表

別紙



補止

廃止措置計画変更認可中詰書(平成30年

日次

1

再処理施設に関する設副'及び下事の方法

(ガラス周化技術開発施設の溶融炉制御盤の更新)

変更の概要

半拠すべき法令、菓準及び規格

設計の基本方針

設計条件及び仕様

工事の方法

工事の下程

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

削

12月05 口付け 30 原機(「1チ) 057)

別図・・覧

右略

、J.

表一覧

省略

Ⅱ

変更の概要

省略

2

(別冊 1-3)

準拠すべき法令、基準及び規格

省略

3 設計の基本方針

省略

設計条件及び仕様

設計条什

省略

貞

艮次

②仕様

①計測制御系統

溶融炉(G21M引のには、炉内のガラス液而を監視するため、液而上限操作化ぴ)、液面上限瞥

報(1A')、液面下限注意灯(W、)が設償されている。液向 1二限操作(上ぴ)は、 2 つの異なった上

限設定値を有し、ガラス液面が第1の部艮設定値を上回った場合、流下開始を許可し、第2の 1二

限設定値を 1二回った場合、エアリフトによる給液とガラス原料の供給を自動的に停止する。また、

0補止に作う貞

番号の見直し。

11i処N施設に関する設計及び工事の方法

(ガラス囲化技術開発施設の溶融炉制御盤の更新)

変史の概要

準拠すべき法令、基半及び規格

設計の基本方針

設計条什及び仕様

下事の方法

T事の下程

補 正

別図一覧

変史なし

後

表・覧

変更なし

補正箇所をド線又は雲マークでボす。

変史の概要

変更なし

2

偶リ冊 1-3)

半拠すべき法令、栞準及び規格

変更なし

3 設計の基本方剣

変更なし

変更埋由
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設計条件及び仕様

設計条什

変史なし

貞

②仕様

①計測制御系統

溶融炉(G21ME1のには、炉内のガラス液向を監視するため、液面上限操作(LO')、液面邱艮鷲

報(1r)、液面ド限注意灯(LW)が設置されている。液而邱艮操作(LO')は、 2 つの異なった lt

限設定値を有し、ガラス液面が第 1の上限設定値を上同った場合、流ド開始を許可し、第2 の 1二

限設定値を 1二回った場合、エアリフトによる給液とガラス原料の供給を口動的に停止する。また、
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主電極・金属ケーシング問には、抵抗指示ド限警報(ErlA、)が設置されている。

炉内のガラス液而は、溶融炉制御盤(1P21.2)にて、溶融炉(G21ME1のに設置された 4 本の

補止

廃止措置計画変史認町申詰書(平成30年

レベル計測用プローブ(HA、 HH、 H、 L)とコモンプローブ間の電気抵抗を基に検川し、下程『

1"^妾1呑送す亙よう設引'されており、設計内容に変史はない。

上電極・金属ケーシング問の抵抗指示は、溶融炉制御盤(ιP21.2)にて、溶融炉(G2Ⅲ引の

に設置されたガラス漏洩検知板と主電極問の電気抵抗を算出し、工程制'裴置等に伝送するよう

設計されており、設計内容に変史はない。

溶融炉制御盤(W21.2)に係る計裴系統概要を別図一 2、溶融炉制御盤仙P21.2)の仕様を表

1に示す。

"する
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ⅡⅡ

12月05日付け 30 原機(11j) 057)

、1.

機器名

(機器暴1})

溶融炉制御雛

(1P21.2)

②配線類

省略

表一 1

形式

垂心臼立式

防塵防滴型

信)配置

省略

溶融炉制御盤(LP21.2)の仕様

概略寸法

約(回

品X幅X奥行

④耐震竹

1 平成元

2.1 × 0.8 × 1.5

(その 18)ガラス固化技術開発,設に溶0炉御上盤(LP21.2)の耐震ノ類は定められていな

い力

主電極・金属ケーシング間には、抵抗指示 F限警報(ETIA)が設置されている。

炉内のガラス液面は、溶融炉制御盤化P21.2)にて、溶胤炉(G21M引のに設置された 4 本の

レベル計測用プローブ(HA、 HH、 H、 D とコモンプローブ問の電気抵抗が所定の抵抗値になった

概略電量

約(蚫)

盤(W21.2)の設計にあたっては、 S クラスの設計震度を用いて評価する。

1月Ⅱ日に認可(63

既設の、'作にあたり耐震類A類として設引していることから、本中請に係る溶胤炉制'1

ことを検出し、下程勺

750

及び液面下f 注意灯(LW)が点灯するよう設計されており、設計内容に変更はない。

血数

主電極・金属ケーシング問の抵抗指示は、溶融炉制御盤(LP21.2)にて、溶融炉(G2n1引の

に設置されたガラス漏洩検知板と上電梅問の電気抵抗を算出し、この電気抵抗が下程制'裴置等

②溶触炉制御盤(W21.2)は、原則として御井博造(冏有振動数が20 HZ 以上)となるように設引

する。地震時には、地震力によって溶融炉制御盤(W21.2)の支持部などに応力が発生する。そ

の応力が抑H寸ボルトの許容応力以ドとなるように設計する。以上の設計を別図一4の耐震設計フ

ローチャートに従って行う。

に伝'美され、抵抗指示値(ErD を表示するとともに、所定の抵抗値になった△に抵抗下,

(核規)第7引号)を受けた「その他11i処理設備のF、属施設

ま(ErA、)を発するよう設計されており、設計内容に変更はない。

側i 号

補

溶融炉制御盤(W21.2)に係る計裴系統概要を別図一2溶融炉制御盤(W別.2)の仕様を表一

1に示す。

裴置に伝送され、液面上限警幸(LA')が発幸

別図一1

参照

止 後

機器名

(機器番1})

漆融炉制御俳

(LP21.2)

補正箇所をド線Xは雲マークでポす。

②配線類

変更なし

表一 1

形式

飛心h立式

防塵防滴剛

③配置

変更なし

溶融炉制御盤(1P21.2)の仕様

概略寸法

約(皿)

品X幅X奥1丁

液面上限 t作(LO、)

④耐震竹

1 本施設の耐震類の方針を以ドに示す

2.1 × 0.8 × 1.5

変史埋由

Ⅲ1写 U里施設一全密杏指金・に従い事業指定申請亀に定めた而J震設訓'上の重而1

こととし、 A類はS クラズ、 3 類はB クラス、 C類は C クラスとする。

概略電量

約(kg)

本中訥に係る溶融炉制御盤(1P21.2)の耐震分類はC類であり、 C クラスとする。

0検杏方法の根

拠となる設計条

件及び仕様を明

確にする。

ただし、既設の'作においては耐震

中'上においては、Sクラスの設副震を用いて設計する

750

なお、11i処肌施設の廃止措置・階の耐震類の色え方は、今後一う再処理佐持基 1

血数

えた"全対策に係るパ更中請において、 Y'令 1二重要な施設や耐

り

②溶融炉制御盤(W21.2)は、原則として剛彬造(矧有振動数が20HZ 以上)となるように設副

する。地震時には、地震力によって溶触炉制御盤(W21.2)の支持部などに応力が発生する。そ

の応力が据付ボルトの許容応力以ドとなるように設計する。以上の設計を別図一4の耐震設計フ

ローチャートに従って行う。

耐震分類、草'0地震動等の而1震評価の方剣に,'史が生じた場合には「リ汁イ而を

備冴

別図一 1

参照

2/18

IA頻の設計震により設計していることを踏まえ、本

類を C持する

類を黎理して示す計向であ

0耐震分類の冴

え方、耐震評価の

方針を明確にす

る。

則を踏ま

警



③固有振動数は、溶胤炉制御盤(W21.のを解析モデル化し、有限要素法による解析によって算

川する。

④溶融炉制御盤(LP21.2)は、本施設の地、ド1階に設置されるので、設計震度は、水平震度(C,)

0.90、鉛直震度(C゛ 0.78 とする。

剛榊造の機器類の設計震度を表一2に示す。

補止

廃止措置計画変更認可中請書(平成30年

階
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1階

"1」

12 1] 05 口付け 30 原機(「1j) 057)

地下1階

、''

表一 2

水平震度

(CH)

Sクラス

地下2階

*1 本施設の設計震度は、安全対策の検討に用いる菓半地震動(SS-D:即ogal、 SS-1

SS-2:952部D により求めた各階の加速度時刻歴の最人値を基に設定している。

ガラス同化技術開発棟の設計震度、】

0.97

鉛心設度

(C゛

愉保守

右略

0.90

0.86

0.78

水平裟度

(C11)

工事の方法

本中請に係る溶融炉制御盤(W21.2)は、再処理施設の事業指定を受けたものである。本中詰

における了事については、「再処理施設の設計及び下事の方法の技術墓準に関する規則」に適合

するよう下事を実施するとともに、斤写処理施設に係る再処理事業者の設計及び下事に係る品質

管理の方法及ぴその検杏のための組織の技術菓準に関する規則」に適合するよう品質管Nを行

い、技術基準に適合していることを適時の試験・検杏により確認する。

なお、本工事は使用済燃料の再処理の事業に関する規則第7条の2 (溶接検杏を受ける再処岬

施設)に該当する溶接はない。

0.78

Bクラス

0.フフ

0.36

鉛11!i震度

(C゛

0.36

0.36

水平震度

(CH)

③固有振動数は、溶融炉制御盤(W幻.2)を解析モデル化し、府限要素法による解析によって算

出する。

④溶融炉制御盤(W21.2)は、本施設の地 F]階に設置されるので、設計震度は、水平震度(C")

0.90、鉛直震度(C、) 0.78 とする。

脚休モ造の機器類の設計震度を表一2に示す。

Cクラス

ω下事の手顯

本工事に係る溶融炉制御盤(W21.2)は、材料確認検杏、寸法検杏、据付・外観検杏、作動試

験により、仕様を満足していることを確認する。

史新中は、溶触炉制御盤(W21.2)による溶融炉(G21M副の内のガラス液而の検出及びガラス

漏洩検知板と主電極間の電気抵抗の算出が行えなくなることから、更新下事は溶融炉(G21ME1の

の停止期間中に行う。

溶融炉制御盤(W21.2)の更新工事は、既設制御盤の撤去、搬出、新規制御盤の搬入、抑H寸け

を行う。また、既設制御盤の搬出及び新規制御盤の搬入に際しては、クレーン、運搬台車等によ

る重量物運搬等の所要の作業に対して安令対策を施して行う。

0.24

鉛心震度

(C゛

0.24

0.24

補

階

617gal、

正

1階

地ド1階

表一2

後

水平震度

(CN)

Sクラス

地下2階

村本施設の設計震度は、安全対策の検討に用いる茶準地震動(SS-D:肋ogal、 SS-1

SS-2:9認部D により求めた各階の加速度時刻雁の最人値を基に設定している。

ガラス固化技術開発棟の設計震度"

0.97

鉛心震度

(C゛

補正箇所をLE綴父は雲マークで示す。

伍)保守

変更なし

0.90

0.86

0.78

水平震度

(C】1)

下事の方法

本叩詰に係る溶触炉制御盤(W21,2)は、11j処理施設の事業指定を受けたものである。本中詰

におけるτ事については、「再処即施設の設計及び下事の方法の技術基準に関する規則」に適合

するよう下事を実施するとともに、「再処理施設に係る再処N事業者の設計及び工事に係る品質

管Nの方法及びその検杏のための組織の技術基準に関する規則」に適合するよう品質管理を行

い、技術慕準に適合していることを適時の試験・検杏により確認する。

なお、本下事は使用済燃料の{1j処理の事業に関する規則第7条の2 (溶接検杏を受ける再処理

施設)に該当する溶接はない。

0.78

B クラス

0、フフ

0.36

鉛1占震度

(C、)

0.36

0.36

変史埋由

水平震度

(C11)

Cクラス

ω下事の于順

本下事に係る溶融炉制御盤(LP21,2)は、材料確認検杏、寸法検杏、据付・外観検杏、作動試

験により、仕様を満足していることを確認する。

史新中は、溶胤炉制御盤(W21.2)による溶融炉(G21M引0)内のガラス液向の検出及びガラス

漏洩検知板と主電槻問の電気抵抗の算出が行えなくなることから、史新下事は溶融炉(G幻M引の

の停止期問中に行う。

溶胤炉制御盤(W21.2)の史新下事は、既設制御盤の撤去、搬川、新規制御盤の搬入、抑H寸け

を行う。また、既設制御盤の搬出及び新規制御盤の搬入に際しては、クレーン、運搬台車等によ

る重量物運搬等の所要の作業に対して安全対策を施して行う。

0.24

鉛心震度

(C゛

0.24

0.24

田7宮al、
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本下事フローを別図一5に示す。

本t事において実施する試験・検杏項目、検杏対象、検杏方法、'刊定基準を以ドに示す。

①材料確認検杏

対象:溶融炉制御盤(LP21.2)の土要部材、据付ボルト

方法:溶融炉制御盤(W21.2)の主要削井オ、据付ボルトの材料について、材料誠明書等に

より確認する。

判定:溶胤炉制御盤(W21.2)の上要部材、据付ボルトが所定の材料(材質・化学成分・

機械的竹質)であること。

補正

廃止措置計画変史認"1中詰書(平成30年

②寸法検杏

対象:溶融炉制御盤(W21.2)の据付ボルトの設置問隔

方法:溶融炉制御盤(W21.2)の据付ボルトの設置間隔について、ノギス、金属製汝尺等

により測定する。

判定:溶胤炉制御盤(W21.2)の搦付ボルトの設置間隔が、所定の寸法であること。

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

Π1」

12 " 05 口付け 30 原機(ili) 057)

、ノー

③据付・外観検杏

対象:溶椴炉制御盤(W21.2)の探付ボルト

溶融炉制御盤化P21.2)の外観

方法:溶融炉制御盤(1P21.2)の抑H寸ボルトの呼び径、本数を確認する。

溶融炉制御盤(W21.2)の外観を目視により確認する。

判定:溶融炉制御盤(W21.2)の打N寸ボルトが、所定の呼び径、本数であること。

溶融炉制御盤(ιP21.2)に有害なキズ、変形、破損がないこと。

④■通試歌

警幸

対 抵r指示下警

本工事フローを別図一5に示す。

本下事において実施する試験・検杏項H、検杏対象、検杏方法、判定菓難を以ドに示す。

①材料確認検杏

対象:溶融炉制御盤(W21.2)の上要部材、据付ポルト

方法:溶胤炉制御盤(W21.2)の上要剖井'、抑1付ポルトの材料について、材料証明書等に

より確認する。

判定:溶融炉制御盤(W21.2)の上要部材、打,H寸ボルトが所定の材料(材質・化学成分・

機械的竹質)であること。

液

法

液

1・

溶融炉制御盤(LP21.2)に模擬信号を与え、抵抗指示卜限警報(G21ETIAI0.8)カ

ド注.'灯(LW、10. D

,作(LO'10.2)、液面 1二

発報することを確認する。

溶融炉背广盤(W21.2)に模信号を与え、液、1

(G21ETIA、10.8)

判

作(LO,10.3)、液而上警ま(LA'10.■

N二

は発報することを確認する。

抗指示ド限瞥報(G21ErlAI0.8)が、所定の抵抗値で発報すること

②寸法検杏

液

補

液、、ド

1二限操作(ι0'10.2)、 i夜

対象:溶融炉制御盤(LP21.2)の上要な寸法(

"作(LO,10.3)、液面 E 警

正

方法

後

灯(W、10. D が、所",の抵1"値で点灯Xは発すること。

間隔

溶融炉制御盤(W21.2)の主要な寸法(幅

③据付・外観検杏

対象:溶融炉制御盤(LP21.2)の据付ボルト

溶融炉制御盤(W幻.2)の外観

方法:溶融炉制御盤(W幻.2)の据付ボルトの呼び径、本数を確認する。

溶融炉制御盤化NI.2)の外観を目視により確認する。

判定:溶融炉制御盤(W21.2)の据付ポルトが、所定の呼び径、本数であること。

溶融炉制御盤(W21.2)に有害なキズ、変形、破損がないこと。

④_作動越^

問隔にフいて、ノギス、金1成製il,i尺、^等により測定する。

溶融炉制御盤(W21.2)の主"な寸法(盲、ーき、高さ)及び据付ボルトの設置

補正箇所を王鑁父は雲マークで示す。

ヒ限操作(10'10.3)、液面 1二限警報化A'10,4)

び液面ドF 主.'灯(LW、10. D が点灯X

問隔が、別図一1に示す所定の寸法であること。

(LA'10.●及び

'イ、(ι0,10.2)、液、、_1二

対

奥行き

変更理由

法

抵抗指示、ト

高さ)

丁き

溶胤炉1ず盤(LP21.2)に模擬伝丹を

ムに、τ程制御裴置に設けられた抵抗指示下限鷲報(ErlA、10.8)の警報(ErA、)

剖」

高さ)及び掘付ポルトの設貴

び据付ボルトの設置

が発報することを確認する

ひ

心二

を確認する。

⑤_作動^

電気抵1'、カ

(ETIAI0.8)

(ErlAI0.8)の警ま(ETA、)が発ますること

対象

(工程制御裴置:士0.30 %FS、τ稗監視盤:士1.51 %FS)内で表示されること。

0溶融炉制御盤

が別図一1に示

す寸法どおりで

あることの確認

を追加する。

液面上限操作(10'10.2)、液

設定値(50.0土 1.8 Ω)まで氏、ドした場厶に、抵1

法

液

溶融炉『'盤(W21.2)に模擬信号を与え、各レベル計測用プローブ(HA、Ⅲ{、 H、

また

ト

D とコモンプローブ問の電気抵抗が、所定の 1剣直以、ドとなった場厶に、 t程『

J气_

主'灯化W、10. D

4/18

気抵抗力井旨示計(ErD にて表示されること

裴置等に設けられた液而上限瞥ま(1NI0.4)が報、液面 1二限・作(LO'10.3)

気抵抗が所定の抵抗値以ドとなった

及び液向上限操作(LO,10.2)が点灯することを確認する。また、所定の抵抗値以上

上限操作(LO,10.3)、液向上限数報(ιA杠0.●及び

また、指示計(ErD のループ精

0作動試験に係

る検杏対象、検杏

方法及び判定基

準を明確にする。

ト示

定淌

側
門



補止

廃止措置計画変史認可中詰書(平成30年

②下事上の安全対策

本工事に際しては、以ドのτ事上の注意事項に従い行う。

①本工事の保安については、11チ処埋施設保安規定に従うとともに、労働安全衛生法に従い、作業

者に係る労働災害の防止に努める。

②本τ事は、溶融炉(G21ME1のの停止中に行う。

③本τ事にあたっては、溶融炉制御盤(W21.2)の史新に係る作業手舶、装備、汚染管理、連絡

体制等について十分に検討した特殊放射線作業計1Ⅷ書を作成し、作業を尖施する。

④本τ事に係る火気使用時は、可燃物の撤去、不燃シートの設置等の火災を防止するための必要

な措置を講じる。

⑤本下事に係る重量物の運搬については、クレーン、運搬台車等により行い、既設構造物に破損

等の影響を与えないよう作業を行う。

⑥既設制御盤の撤去にあたっては、事前に給電系統のアイソレーションを実施するとともに、「操

作禁止」の表示を行う。

⑦取り外した既設制御盤を管理区域外へ搬川する場合は、詳細な汚染検杏により汚染の有無を確

認し、各区域の汚染拡大を防止する。

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

則

12 H 05日付け 30 原機(「1チ) 057)

ー、ノ.

⑧本τ事に係る作業の開始前と終了後において、周辺設備の状態に変化がないことを確認し、設

備の異常の早期発見に努める。

矧 下事 1二の品質管理

省略

"

となった場合に、液而ド限意灯(W、10、 D が点灯することを確認する

6 工事の工程

省略

ガラス液、の検,11条件(蒐ξ抵1'イ直'1に所定の検'Ⅱ倍率岨を乗じた抵'イ直)によ

り、液面上F 警ま化A'10.4)が発すること。また、液向上

液面上限.作(L0り0.2)及び液面、ド限注'灯化WI0. D が点灯すること

村レベル計測用プローブ(D とコモンプローブ問の電気抵抗。

②下事 1二の安全対策

本下事に際しては、以、ドのτ事 ltの注意事項に従い行う。

①本下事の保安については、再処"施設保安規定に従うとともに、労働安全衛生法に従い、作業

者に係る労働災害の防止に努める。

②本下事は、溶融炉(G2Ⅸ動のの停止中に行う。

③本工事にあたっては、溶融炉制御盤(W21.2)の史新に係る作業予順、裴備、汚染管N、連絡

体制等について十分に検討した特殊放射線作業計向書を作成し、作業を突施する。

④本t事に係る火気使用時は、可燃物の撤去、不燃シートの設置等の火災を防止するための必斐

な措置を講じる。

⑤本t事に係る重量物の運搬については、クレーン、運搬台車等により行い、既設構造物に破損

等の影響を与えないよう作業を行う。

⑥既設制御盤の撤去にあたっては、事前に給電系統のアイソレーションを実施するとともに、「操

作禁止」の表示を行う。

⑦取り外した既設制御盤を管理区域外へ搬出する場合は、詳細な汚染検杏により汚染の有無を確

認し、各区域の汚染拡人を防止する。

柁ガラスの抵抗値は温度により

補

液面上限操作(LO'10.3)及び液而上限操作(LO'10.2)は 5.0 倍、液

正

灯(W、10. D は4.0倍の検叫倍率を乗じて温の影粋を緩和している

後

補正箇所を上墨又は雲マークで水す。

動するため、液面 1二限讐報(ιA'10.4)は 9,9 倍

、作化0'10.3)、

8

除染、遮'、等の処置を講じて作業者の被ぱく及びイ1

1"

⑨本工事に係る作業の開始前と終r後において、周辺設備の状態に変化がないことを確認し、設

備の異常の早期発見に努める。

変更N由

においては、絲亦化を"1气して作"場所の汚染硫認を実施するとともに、必,'に応じ

剛

.

下事kの品質管埋

変更なし

ド限注

6 下事のt程

変更なし

場所の汚染拡入を防止する

5/18

0絲年変化を号

点したt事上の

安全対策を追加

する。



補止
廃止措置計画変更認叫中請書(平成30年

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表
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補正

廃止措置引'画変更認可中詰書(平成30年
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別図一3

省略

補止

廃止措置引'画変史認口1叩請書(平成30年

溶融炉制御盤(W21.2)の配置図(ガラス固化技術開発棟地卜IF勘

別図一4

右略

溶融炉制御盤(LP21.2)の耐震設計フローチャート
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核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表
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別図一3 溶触炉制御盤(1P21.2)の配置図(ガラス問化技術開発棟

変史なし
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別図一 4 溶融炉制御盤(LP21.2)の耐震設計フローチャート
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添付書類

1.中請に係る「1リ処埋施設の設計及びτ事の方法の技術基準に関する規則」との適合性

告略

補止

廃止措置計画変史認可中詰書(平成30年

別紙一1

省略

別紙一2

第四条(火災等による損傷の防止)

第五条の二(地震による損傷の防止)

第五条の二(地震による損傷の防止)

安全機能を有する施設は、これに作用する地震力(事業指定菓準規則第七条第二項の規定に

より算定する地震力をいう。)による損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設し

なければならない。

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

月1」

12月05日付け 30 原機(ilD 057)

、'.

2 耐震重要施設(事業指定菓準規則第六条第・項に規定する耐震重要施設をいう。以卜同じ。)

は、基準地震動による地震力(事業指定基準規則第七条第三項に規定する菓準地震動による地

震力をいう。以下同じ。)に対してその安全機能力井員なわれるおそれがないように施設しなけ

ればならない。

3 耐震重要施設が事業指定基準規則第七条第三項の地震により生ずる斜血の崩壊によりその

安全機能が損なわれるおそれがないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければならな

い。

1 本中請において史新する溶融炉制御盤(W21.2)については、 S クラスの地震力によって支持

部に発生する兄νが、払

溶融炉"1'盤(1P21.2)の耐震.のミ:価結果をyリi,ヌー 1 に示す。

添付書類

1.申請に係る「叫処埋施設の設引及びτ事のガ法の技術栞準に関する規則」との適合竹

変史なし

ボルトの許容応力以ドとなるように設計する

別紙一1 第四条(火災等による損傷の防止)

変更なし

別紙一2 第五条の'(地震による損傷の防止)

第五条の二(地震による損傷の防止)

補

安全機能を有する施設は、これに作用する地震力(事業指定菓半規則第七条第_二項の規定に

より算定する地震力をいう。)による損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設し

なけれぱならない。

止 後

2 樹震重要施設(事樂指定菓準規則第人条第・項に規定する耐震重要施設をいう。以ド同じ。)

は、基準地震動による地震力(事業指定基準規則第七条第三項に規定する墓半地震動による地

震力をいう。以ド同じ。)に対してその安全機能力井員なわれるおそれがないように施設しなけ

ればならない。

補正箇所をド線Xは雲マークで示す。

3 耐震重要施設が事業指定基準規則第七条第三項の地震により生ずる斜向の崩壊によりその

安全機能が損なわれるおそれがないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければならな

い。

本申請に係る溶融炉制御盤(W21.2)の耐震類はC類であり、 C クラスとする

ただし、既設の巾作においては耐震

中詰においては、Sクラスの設計震を用いて支持部に発生する比νが、払

Fとなるように設計する。

なお、 S クラスの設計震は

クラスとしての耐震枇を十有している

変更理由

溶融炉術1

を踏まえた"全対策に係る

であり、耐震分類、萇準地震動等の耐震評価の方針に変更が生じた場合には、掘付ポルトの応力

についてΠ琵'価を実,する

盤(W21.2)の、、震性の

IA 1の設計震・により設計していることを踏まえ、本

ド表に示す通り B、 C クラス,び A 類の設計震度以 1二であり

血捷分麺

水平震度

中,消において

鉛直震度

ガラス矧ヒ'イi開発棟仕也ド 1

Ⅲ結、を"添一 1に示す

Sクラス

9/18

全1二重要な施設や耐震

0.90

0.78

ボルトの許客応ノル

3クラス

X、、

0.36

)の設計震の比

う 1写ル埋 1

0耐震分類の吉

え方、耐震評価の

方針を明確にす

る。

1を雅則して示す引'画

Cクラス

菓 1吠1則

C

0. N

A類

0.72

0.36二二



別添一1

名略

補止

廃止措置計向変更認可山請書(平成30年

別紙一3

右略

別紙一4

省略

第十・条(安全機能を有する施設)

第十四条(計測制御系統施設)

2 中請に係る「「1i処理施設に係る再処理事業者の設計及び下事に係る品質管埋の方法及びその検

杏のための組織の技術墓準に関する規則」との適合竹

省略

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

目1」

12月05 口付け 30 原機(i1チ) 057)

、J

別添一1

変更なし

別紙一3 第十・条(安全機能を有する施設)

変更なし

別紙一4 第十四条(計測制御系統施設)

変更なし

2

補

中舗に係る「再処理施設に係る再処理事業者の設計及び下事に係る品質管理の方法及びその検

杏のための組織の技術萇準に関する規則」との適合竹

変更なし

止 後

補正箇所をド線Xは雲マークでボす。

変史埋由

10/18



補止

廃止措置計画変史認可申詰書(平成30年

H次

冉処N施設に関する設計及び丁事の方法

(ガラス固化技術開発施設の固化セルのインセルクーラの電動機ユニットの交換)

省略

別図一・覧

省略

表一覧

名略

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

剛

12月05日付け 30 原機(再) 057)

、 i.

変更の概要

省略

2 難拠すべき法令、基難及び規格

省略

3 設計の菓本方剣

右略

4.設計条件及び仕様

(D 設計条件

本中請により交換するインセルクーラ(G43H19)のファン(G43H19,2)の電動機ユニット

は、既設と同イ士様とする。

インセルクーラの設計条什を表一1、インセルクーラ系統概要図を別図一1、インセルク

ーラ(G43H19)概要図を別図一 2、電動機ユニット概要図を別図一 3、インセルクーラ配置

図を別図一4に示す。

偶1」冊 1-4)

目次

再処媒施設に関する設計及び下事の万法

(ガラス冏化技術開発施設の同化セルのインセルクーラの電動機ユニットの交換)

変史なし

別図・覧

変史なし

インセルクーラ

(G43Ⅱ19)

名称

表,i

変史なし

補

表一 1

正

1

インセルクーラの設計条件

変更の概要

変更なし

後

ガラス固化技術開発施設

固化セル(ROOD

設置場所

1を f1持

2 準拠すべき法令、基半及び規格

変更なし

補正箇所を下綵Xは雲マークでボす。

3 設計の扶本方針

変更なし

4.設引'条件及び仕様

U)設計条什

本中詰により交換するインセルクーラ(G賜H19)のファン(G43H19.2)の電動機ユニット

は、既設と同イ士様とする。

インセルクーラの設計条件を表一 1、インセルクーラ系統概要図を別図一 1、インセルク

ーラ(G43H19)概要図を別図一 2、電動機ユニット概要図を別図一 3、インセルクーラ配置

図を別図一4に示す。

偶1」冊 1-4)

耐震分類

Sクラス

変史理由

0耐震分類の吉

えガ、耐震評価の

方針を明確にす

る。

インセルクーラ

(G昭H19)

*1

名称

本施設の耐震類の方針を以ドに示す

IH f写凡凱

することとし、 A類は S クラス、 B類はB クラス、 C類はC クラスとする。

表一 1

本中請に係るインセルクーラ(G嶋H19)の耐震類はA類であり

なお、戸y U里施設の廃止措置f 階の耐震類のおえ方は、<後1'う1,i U甲 f;持j' g規則を

妾"全密杏指金Hこ従い事

インセルクーラの設計条件

11/18

ガラス周化技術開発施設

同化セル(ROOD

設置場所

叩'上弐に定めた耐震設計上の重要

耐震分類型

Sクラス

S クラスとする

ノ



補正

廃止措置計1血変更認口j中詰書(平成30年

(2)仕様

①本中附に係る電動機ユニッ

概略
寸法村
(m)

φ認OX
208

材質兇

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

ⅡU

12月05 口付け 30 原機({1i) 057)

、,.

12/18

トの仕様を表一2 に示す。

表一2 電動機ユニットの仕様

同転数稔
(皿 in、1)

SUS304

概略寸法(高さ)は、モータ取付座からインペラ底部までとする。

電動機を除いた材質とする。

ファン同転数とする。

風量
(皿Vmin)

②配線類

右略

H20

(3)保'、了

インセルクーラは、その機能を雜持するため、適切な保守ができるようにする。保守におい

て交換する部品は、消耗品類(フィルタ)があり、これらの予備品を確保し、「耳処理施設保安

規定にjよづき、適官、交換する。

68,3

郁類

79

電動機

三相誘導
電動機

τ事の方法

本中請に係るインセルクーラは、再処理施設の事業指定を受けたものである。本中耐におけ

るT事については、「「1j処理施設の設計及び下事の方法の技術基準に関する規貝山に適合するよ

うt事を実施するとともに、「11i処堤施設に係る11i処理事業者の設計及び工事に係る品質管理の

方法及びその検杏のための組織の技術基準に関する規則」に適合するよう品質管理を行い、技

術基準に適合していることを適時の試験・検杏により確認する。

なお、本τ事は使用済燃料の再処理の事業に関する規則第7条の2(溶接検杏を受ける再処理

施設)に該当する溶接はない。

出力
化剖
極数

3.フ

踏まえた,'全対策に係る変更中訥において

定格
電流
(A)

画であり、耐震類、基ι'地震動の耐震

する。

4

(2)仕様

①本叩詰に係る電動機ユニッ

据付
ポルト

フ.6

(D 下事の手順

本t事に用いる電動機ユニットは、交換前に仕様確認、材料確認検杏、絶縁抵抗検杏、重量

検杏を突施し、仕様を満足していることを確認するとともに、作動試験を実施し、異常のない

ことを確認する。現地に搬入した電動機ユニットは、既設電動機ユニットの取外し後、取外し

た箇所に据付ける。据付け後は、据付・外観検杏、作動試験を適時実施する。本工事フローを

M16 × 8

概略
寸法'1
(肌)

補

φ 580X
208

正

材質U

後

トの仕様を表一2に示す。

表一2 電動機ユニットの仕様

0確保するΥ,備

品はフィルタの

みであることを

明確にする。

同転数'1
(皿in、1)

全上重要な施設や耐震類を黎理して示す引

SUS3似

概略寸法(高さ)は、モータ取付序からインペラ底部までとする。

電動機を除いた材質とする。

ファン同転数とする。

Ⅲの、、針に<史が生じた場厶には耳

補11三箇所を下線父は雲マークで示す。

風量
(皿き/min)

②配線類

変更なし

N20

重量

(琵)

(3)保守

インセルクーラは、その機能を剰時寺するため、適切な保'丁ができるようにする。保'丁におい

て交換する部品は、消耗品類(フィルタ)があり、当該予備品を確保し、再処理施設保安規定

に基づき、適官、交換する。

68.3

種類

門

電動機

三相誘導
電動機

価を

下事の方法

本中,消に係るインセルクーラは、11j処理施設の事業指定を受けたものである。本中詰におけ

る下事については、「再処理施設の設計及び下事の方法の技術菓準に関する規則」に適合するよ

う下事を実施するとともに、「「1i処埋施設に係る11i処N事業者の設計及び下事に係る品質管即の

方怯及びその検杏のための細織の技術藁準に関する規則」に適合するよう品質管埋を行い、技

術菓準に適合していることを適時の試験・検杏により確認する。

なお、本t事は使用済燃料の冉処鯉の事業に関する規則第7条の2(溶接検杏を受ける冉処埋

施設)に該当する溶接はない。

川力
化田

変更理由

柳数

3.フ

定格
電流
(A)

4

据付
ポルト

フ.6

0電動機ユニッ

トの重量を明確

にする。

a)下事の于順

本工事に用いる電動機ユニットは、交換前に仕様確認、材邪師寉認検杏、絶緑抵抗検杏、重量

検杏を突施し、仕様を満足していることを確認するとともに、作動試験を突施し、異常のない

ことを確認する。現地に搬入した電動機ユニットは、既設電動機ユニットの取外し後、取外し

た箇所に据付ける。挑H寸け後は、据付・外観検査、作動試験を適時突施する。本τ事フローを

M16×8

盤
器

-
05

1
 
2
 
3

ネ
ネ
ネ

1
 
2
 
3

*
*
ネ



補正

廃止措置計1向変更ミ召可中訥書(平成30年

別図一5に示す。

また、作業に際しては、除染セルクレーン(G51M155)、固化セルクレーン(G5nⅡ00)、パワ

ーマニプレータ(G5nⅡ6の、両腕型マニプレータ(G51M12の等による遠隔保守及び運搬台車に

よる重量物運搬等の所要の安全対策を施して行う。

本t事において実施する試験・検杏項門、検杏対象、検杏方法、判定菓準を以ドに示す。

①仕様確認

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットの仕様を図書にて確認する。

判定:電動機ユニットつ!堕i1ヒ四仕様であること。

②材料確認検杏

対象:電源ケーブル

方法:電動機ユニットに使用する電源ケーブルについて、難燃性であることを成績書やその

他の資料により確認する。

判定:ケーブルが成紙書やその他の資料で難燃性あることを確認できること。

③絶縁抵抗検杏

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットに 50O Vの電圧を印加した絶緑抵抗を絶縁抵抗計で測定する。

判定:絶絃抵抗の測定粘果力司 MΩ以上であること。

④重量検査

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットの重量を確認する。

判定:電動機ユニットの重量力勺折定の重量以下であること。

⑤探付・外観検杏

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットについて、所定の電動機ユニットが据イ、けられていること、据付け状

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

印」

12月価日付け 30 原機(1写) 057)

、 1▲

別図一5に示す。

また、作業に際しては、除染セルクレーン(G51M155)、同化セルクレーン(G51MI0の、パワ

ーマニプレータ(G51M16の、両腕型マニプレータ(G51M12の等による遠陽保守及び運搬台車に

よる重量物運搬等の所要の安全対策を施して行う。

本下事において突施する試験・検杏項H、検杏対象、検杏方法、判定墓準を以ドに示す。

①仕様確認

対象:電動機ユニット

態及び外観をITVカメラの映像により確認する。

述隔ケーブルコネクタについて、適切に接続されていることを ITV カメラの映像によ

り確認する。

判定:所定の電動機ユニットであることを識別確認できること、捌付けボルト8本に緩みが

なく据付けられていること及び外観に右害な傷、変形等のないこと。

遠隔ケーブルコネクタの接続部に緩みがないこと。

0検杏の方法を

明確にする。

方法:電動機ユニットの仕様を図書にて確認する。

判定:電動機ユニットの銘板に表記されているシリアル

⑥作動試験ω(回転数確ミ剖

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットの同転数を回転計で測定する。

補 止

②材料確認検杏

対象:電源ケーブル

方法:電動機ユニットに使用する電源ケーブルについて、難燃枇であることを成績書やその

1麦

様が表一2に示す仕様であること。

トのシリアル番丹と同じであること。図書に記載されている動

他の資料により確認する。

判定:ケーブルが成績書やその他の資料で難燃竹であることを確認できること。

③絶縁抵抗検杏

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットに 50O Vの電圧を印加した絶縁抵抗を絶縁抵抗副'で測定する。

判定:絶縁抵抗の測定結果がI MΩ以上であること。

④重量検杏

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットの重量を確認する。

判定:電動機ユニットの重量が表一2に示す所定の値(79k)以ドであること。

柿'箇所をド線又は雲マークで示す。

0検杏の判定基

準を町確にする。

⑤据付・外観検杏

号が叉弐に記載している電動機ユ

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットについて、所定の電動機ユニットの据付ポルトが所定のトルクで締イ

変更理由

けられたことを確認する。また、据付け状態及び外観をΠVカメラの映像により確認

する。

遠隔ケーブルコネクタについて、適切に接続されていることをΠVカメラの映像によ

り確認する。

所定の電動機ユニットであることを徽別確認できること。据付けポルト8本に緩みが

ニユ_ー

判疋

トの仕

0検杏方法の根

拠となる仕様を

明確にする。

なく捌付けられていること。据付ボルトの締イ、けトルク確認により締付けトルク 51

N・m以上であること。外観に有害な傷、変形等のないこと。

⑥作動試験山(回転数確認)

対象:電動機ユニット

方法:電動機ユニットの同転数を同転計で測定する。

遠隔ケーブルコネクタの接続部に緩みがないこと。

13/18

0検杏の判定基

準を明確にする。

二



補正

廃止措置計向変史認口1中詰書(平成30年

判定:電動機ユニットの回転数が所定の回転数以1二であること。

⑦作動試験②(作動確認)

対象:電動機ユニット

方法:りポン等によりインセルクーラの送風Πから送風されていることをΠVカメラの映像

により確認する。

動力分電盤の電流値を電流計で測定する。

判定:インセルクーラの送風Πから送風されていること。

電流値が塗整1豊迹値以ドであること。

(2) 7に事上のyξ全対策

本下事に際しては、以ドの了事 1:の注意事項に従い行う。

①本τ事の保安については、再処理施設保安規定に従うとともに、労働安全衞生法に従い、作

業者に係る労働災害の防止に努める。

②本下事は、溶融炉(G21ME1のの停止中に行う。

③本工事においては、作業于顯、裴備、汚染管肌、連絡体制等について十分に検討した特殊放

射線作業計1師書を作成し、作業を突施する。

④本下事に係る重量物の運搬については、運搬台車等により行い、既設榊造物に破損等の影粋

を与えないよう作業を行う。

⑤本工事に係る遠隔保守については、除染セルクレーン(G5nⅡ55)、固化セルクレーン

(G51MI0の、パワーマニプレータ(G51M16の、両腕型マニプレータ(G5nⅡ2の等により行

い、既設構造物に破損等の影響を与えないよう作業を行う。

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

則

12 好 05 口付け 30 原機印j) 057)

、^

⑥本下事に係る作業の開始前と終了後において、固辺設備の状態に変化がないことを確認し、

設備の異常の早期発見に努める。

(3)τ事上の品質管埋

省略

判定:電動機ユニットのファン同転数が表一 2に示す所定の値(1こo min、1)以上であるこ

と。

⑦作動試験②(作動確i副

対象:電動機ユニット

方法:りポン等によりインセルクーラの送風Πから送風されていることをΠVカメラの映像

により確認する。

動力分電盤の電流値を電流計で測定する。

判定:インセルクーラの送風Πから送風されていること。

電流値が表一2に示す所定の値(フ.6A)以下であること。

6 t事の工程

右略

別図一1

右略

インセルクーラ系統概要図

補

(2)下事上の安全対策

本T事に際しては、以ドの下事上の注意事項に従い行う。

①本τ事の保安については、再処埋施設保安規定に従うとともに、労働安令衛生法に従い、作

業者に係る労働災害の防止に努める。

②本工事は、溶融炉(G21M引のの停止中に行う。

③本T事においては、作業予順、裴備、汚染管理、連絡体制等について十分に検討した特殊放

射線作業計向書を作成し、作業を実施する。

④本下事に係る重量物の運搬については、運搬台車等により行い、既設構造物に破損等の影縛

を与えないよう作業を行う。

⑤本工事に係る遠扇保守については、除染セルクレーン(G51M155)、同化セルクレーン

(G5nⅡ0の、パワーマニプレータ(G51M160)、両腕型マニプレータ(G51M12の等により行

い、既設彬造物に破損等の影響をり・えないよう作業を行う。

止 後

補正箇所をド線Xは雲マークでボす。

6 本工事においては、経年

じ

⑦本工事に係る作業の開始前と終n妾において、周辺設備の状態に変化がないことを確認し、

設備の異常の早期発見に努める。

除染、遮

変史埋由

(3)下事上の品質管理

変史なし

0検杏の判定墓

準を明確にする。

の 1置をξじて作

6 下事の工稗

変史なし

ヒをぢ慮して作北場所の汚染確認を突施するとともに、必要に允

別図一1 インセルクーラ系統概要図

変更なし

0検杏の判定基

準を明確にする。

の被ぱく び作"場所の汚染ム・'を防止する
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0経年変化を冴

慮した下事 1二の

安全対策を追加

する。



補 正

廃止措置副'向変史認可叩詰書(平成30年

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

Ⅱ1」

12月05日付け 30 原機(11j) 057)

@

、 i.

図
@
0

電動機ユニット

^

据付ボルト

単位:mm

0

G43H19.1

凶

介
正面

平面図

@

^

@

X,【、.._」

送風口

〆ノ^G43H19.2

〔1)申請対線の電動機ユニット

別図一3

省略

補 正

電動機ユニット概斐図

/オーー

冷水入口

匹.,J

@

後

冷水出口

凶

^

別図一 2

@

補lf箇所を卜線又は雲マークで爪す。

0

1740

インセルクーラ(G43H19)概要図

正面図

電動機ユニット

^

単位:mm

据付ボルト

G43H19.1

0

イン^ラ

フィルタ

凶

介
正面

平面図

@

変更理由

^

@

じぐ,

:>.'<、:

送風口

〆ノ^G43H192

冷水出口

B 申請対線の電動機ユニット

別図一3 電動機ユニット概斐図

変史なし

/ー^

冷水入口
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0電動機ユニッ

トの据付状況を

明確にする。

別図一2

L _1

1740

インセルクーラ(G43H19)概要図

正面図

フィルタ

0
器

「
'
,
、
一

、
.

弐
「
」
、

吊
爲

0
器

吊
弐



別図一4

省略

補止

廃止措置計向変更認可中荊書(平成30年

インセルクーラ配置図

竃動機ユ,ニット入f

宅動機ユ、ニット保管管哩

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

則

12 打 05 口付け 30 原機(「1チ) 057)

、 1.

竃献機ユ、ニット準慌

@⑧⑧
⑧④,

奄獣機ユニット掩入

既誰奄動攘ユ,ニリト取外1_

別図一4 インセルクーラ配置図

変更なし

杙様確認

+1製確認検豊

絶経抵抗挿盧

篁量描き

探付・外矧検豊

作勳試験Q)(回転数確ミ勘

作勵試畦化)(作動確認)

⑯.

⑱。

奄献機ユ;ニ,,ト'入f

補 止

屯動攘ユ、ニソト据"け

奄勵機.,ニソト件、菅管豊

後

別図一5

→一,1 01、

奄献機,1、'J 卜準輸

電動機ユニットの交換に係る下事フロー図

補11三箇所をド線Xは雲マークで水す。

⑧
作こ

→ール1匁

上事元了

qヲ qD(璽)
⑧④.

奄献機ユニ,1、1督、入

変史理由

ID
@

⑧
⑧
⑧
U今.

G今.

乳於屯財機ニニット耳ゞ外1'

0セル外で行う

下事、セル内で行

う工事を明確に

する。

松談確認

"製確認翁盡

絶鞍抵抗蛾倉

璽黛描倉

掘什・外捌検合

作動試駐(D イ回転数確認)

作動試駈に〕(に勤確1励
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竃勤搾ユニゾト据件げ

別図一5

@
@.

電動機ユニットの交換に係る了事フロー図

上事完了

⑯
⑧
⑧
⑧
⑧



添付書類

1.申詰に係る「再処理施設の設計及びt事の方法の技術菓準に関する規則」との適合性

省略

補止

廃止措置計画変更認可中請書(平成30年

別紙一1

省略

第四条(火災等による損傷の防止)

別紙一2

第五条の_二仕也震による損傷の防止)

第H条の_ニ(地震による損傷の防止)

安全機能を有する施設は、これに作用する地震ノJ(事業指定基準規則第七条第二項の規定に

より算定する地震力をいう。)による損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設し

なければならない。

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比較表

"1」

12円 05 口付け 30 原機(ilj) 057)

ー、'ー

2 耐震重要施設(事業指定基準規則第六条第・項に規定する耐震重要施設をいう。以ド同じ。)

は、基準地震動による地震力(事業指定草準規則第七条第三項に規定する茲準地震動による地

震力をいう。以下同じ。)に対してその安全機能力井員なわれるおそれがないように施設しなけ

ればならない。

3 耐震重要施設が事業指定某準規則第七条第三項の地震により生ずる斜而の崩壊によりその

安全機能が損なわれるおそれがないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなけれぱならな

い。

2 本中請において交換する電動機ユニットは、既設と同イ士様のものであり、インセルクーラ

(G43H19)の耐震評価に影響が生じないことを電動機ユニットの重量検杏により確認する。

添付書類

1.中詰に係る「再処理施設の設計及び丁事の方法の技術茶準に関する規則」との適合性

変更なし

別紙一3

右略

別紙一4

省略

第七条(閉じ込めの機能)

別紙一1 第四条(火災等による損傷の防止)

変更なし

別紙一5

省略

第九条(換気)

別紙一2

別紙一6

省略

第五条の二(地震による損傷の防止)

第七条(閉じ込めの機能)

補

第石条の_ニ(地震による損傷の防止)

安全機能を有する施設は、これに作用する地震力(事業指定基準規則第七条第厶項の規定に

より算定する地震力をいう。)による損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設し

なけれぱならない。

正

第十・条(安全機能を有する施設)

後

2 耐震重要施設(事業指定墓準規則第人条第・・項に規定する耐震重要施設をいう。以卜同じ。)

は、基準地震動による地震力(事業指定基準規則第七条第三項に規定する基準地震動による地

震力をいう。以ド同じ。)に対してその安全機能力井員なわれるおそれがないように施設しなけ

れぱならない。

補正箇所をと鑁Xは雲マークで示す。

3 耐震重要施設が事業指定菓準規則第七条第三項の地震により生ずる斜血の崩壊によりその

安令機能が損なわれるおそれがないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければならな

い。

本中請において交換する電動機ユニットは、既設と同・・仕様のものであり、インセルクーラ

(G43H19)の耐震評価に影縛が生じないことを電動機ユニットの重量検杏により確認する。

なお、 A後一う「1il"![持」iミC規則を踏まえたプ'全対策に係るバ更中詰において

な施設や耐震分類を整理して示す計両であり

変史兇由

更が生じた場合には11j評価を実也する

別紙一3 第七条(閉じ込めの機能)

変更なし

別紙一4 第九条(換気)

変更なし

別紙一5 第七条(閉じ込めの機能)

変史なし

別紙一6 第十・条(安全機能を有する施設)

変更なし

耐震類、慕吐也震動等の耐震評価の方針に
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全上重蓼 0耐震評価の方

針を明確にする。

2



2 中詰に係る「iリ処理施設に係る円処則事業者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検

杏のための組織の技術基準に関する規則」との適合柞

告略

補正

廃止措置計1向変史認可中詰書(平成30年

Ⅱ1」

12 1] 05 口付け 30 原機(11j) 057)

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設廃止措置計画変更認可申請書補正前後比鞁表

、 1.

2.叩詰に係る「円処理施設に係る再処理事業者の設計及び下事に係る品質管蝉のガ法及びその検

杏のための組織の技術基準に関する規則J との適合枇

変更なし

補 止 後

補正箇所を丕翌父は雲マークで永す。

変更埋由
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